
  

 

８ 平塚市開発審査会提案基準 

 
「法第３４条第１４号」及び「政令第３６条第１項第３号ホ」に基づき、開発区域の周辺にお

ける市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又

は著しく不適当と認められるものとして、次のとおり提案基準を定める。 
 
提案 
番号 

提案基準項目 施行年月日 備   考 

１ 
市街化調整区域内に存する事業所のた

めの従業員宿舎 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

２ 
市街化区域内に存する事業所のための

従業員宿舎 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

３ 農家等の分家住宅 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

４ 
法第２９条第１項第３号に規定する公

益上必要な建築物に類する建築物 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

６ 土地収用対象事業による代替建築物 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

９ 建築物の建替え等 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１０ 
第二種特定工作物以外の運動・レジャ

ー施設である工作物及び墓園に必要不

可欠な建築物 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１１ 研究施設 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１３ 既得権を有するもの 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

１４ 社寺仏閣及び納骨堂等 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１５ ゴルフ練習場 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

１７ 
法第３４条第１３号に規定する届出の

有効期間の経過するもの 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

１８ 既存宅地 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１９ 介護老人保健施設 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

２０ 建築物の用途変更 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

２１ 付属建築物として最低限必要な管理棟 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 
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  包括承認基準（平成２６年７月２日条例施行により廃止） 
包括 
番号 項   目 包括承認基準 承認年月日 

１－ 農家等の分家住宅  提案基準３に適合するもののう

ち、次に掲げるいずれにも該当す

るものであること。 
（１）専用住宅であること 
（２）延べ面積は、２００平方メ

ートル以下であること。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

２－ 土地収用対象事業によ
る代替建築物 

 提案基準６に適合するもののう

ち、自己の居住の用に供するため

住宅であること。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

３－ 建築物の建替え等  提案基準９に適合するもののう

ち、建替え等を行う建築物の用途

は、専用住宅又は兼用住宅とし、

かつ、予定建築物の申請に係る部

分の延べ面積が２００平方メート

ル以下であること。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

４－ 既得権を有するもの  提案基準１３に適合し、かつ、

当該基準の１第１号又は第２号に

該当するものであること。 

平成２６年７月１日廃止 
 

５－ 法第３４条第１３号に
規定する届出の有効期

間の経過するもの 

 提案基準１７に適合し、かつ、

当該基準の２第１号に該当するも

のであること。 

平成２６年７月１日廃止 

６－ 既存宅地  提案基準１８に適合するものの

うち、次に掲げるいずれかに該当

するものであること。 
（１）当該基準の２第１号に該当

するものであること。 
（２）開発行為又は建築行為の目

的が専用住宅であって、開

発等の区域が１ ,０００平
方メートル未満であるこ

と。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

９－ 建築物の用途変更  提案基準２０に適合するものの

うち、次に掲げるいずれにも該当

するものであること。ただし、建

替え等を伴う場合は、この限りで

ない。 
（１）当該基準の１第１号に該当

する専用住宅又は兼用住宅

であること。 
（２）建築物の延べ床面積は、２

００平方メートル以下であ

ること。 

平成２６年７月１日廃止 
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